
　　　収 支 予 算 書 内 訳 表
（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで） （単位：千円）

　　公益目的事業会計

公1事業 公2事業

奨学育英
事業

調査広報
事業

公1事業計
人材育成活
動助成事業

共通 小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  1．経常増減の部

    (1) 経常収益

        基本財産(一般正味財産)運用益 0 0 0 0 0 0 121,927 121,927

        基本財産(指定正味財産)運用益 0 0 0 0 336,375 336,375 0 336,375

        特定資産運用益 0 0 0 0 48,628 48,628 0 48,628

        雑収益 0 0 0 0 0 0 20 20

        経常収益計 0 0 0 0 385,003 385,003 121,947 506,950

    (2) 経常費用

        事業費 348,147 62,657 410,804 16,139 0 426,943 0 426,943

          奨学金給付 227,280 0 227,280 0 0 227,280 0 227,280

          入学一時金給付 35,000 0 35,000 0 0 35,000 0 35,000

          留学支援金給付 10,000 0 10,000 0 0 10,000 0 10,000

          人材育成助成金給付 0 0 0 12,000 0 12,000 0 12,000

          役員報酬 1,704 636 2,340 240 0 2,580 0 2,580

          給料手当 21,033 4,026 25,058 1,806 0 26,864 0 26,864

          役員退職慰労引当金繰入額 273 105 378 42 0 420 0 420

          退職給付費用 967 71 1,037 63 0 1,101 0 1,101

          福利厚生費 3,429 716 4,145 324 0 4,469 0 4,469

          会議費 10,940 2,830 13,770 120 0 13,890 0 13,890

          旅費交通費 19,513 1,366 20,878 425 0 21,303 0 21,303

          通信運搬費 599 125 724 57 0 780 0 780

          減価償却費 1,489 0 1,489 0 0 1,489 0 1,489

          消耗品費 277 58 335 26 0 362 0 362

          印刷製本費 907 674 1,581 184 0 1,765 0 1,765

          調査費 0 20,670 20,670 0 0 20,670 0 20,670

          制作費 300 25,500 25,800 0 0 25,800 0 25,800

          記念品費 1,640 0 1,640 0 0 1,640 0 1,640

          賃借料 1,827 381 2,208 172 0 2,381 0 2,381

          諸謝金 4,570 2,800 7,370 680 0 8,050 0 8,050

          委託費 1,900 2,700 4,600 0 0 4,600 0 4,600

          貸倒引当金繰入額 4,500 0 4,500 0 0 4,500 0 4,500

        管理費 0 0 0 0 0 0 85,217 85,217

          役員報酬 0 0 0 0 0 0 14,831 14,831

          給料手当 0 0 0 0 0 0 19,031 19,031

          役員退職慰労引当金繰入額 0 0 0 0 0 0 1,680 1,680

          退職給付費用 0 0 0 0 0 0 1,002 1,002

          福利厚生費 0 0 0 0 0 0 4,181 4,181

科        目 法人会計 合計



（単位：千円）

　　公益目的事業会計

公1事業 公2事業

奨学育英
事業

調査広報
事業

公1事業計
人材育成活
動助成事業

共通 小計

          会議費 0 0 0 0 0 0 1,270 1,270

          旅費交通費 0 0 0 0 0 0 2,267 2,267

          通信運搬費 0 0 0 0 0 0 730 730

          減価償却費 0 0 0 0 0 0 2,296 2,296

          什器備品費 0 0 0 0 0 0 250 250

          消耗品費 0 0 0 0 0 0 338 338

          営繕保守料 0 0 0 0 0 0 470 470

          印刷製本費 0 0 0 0 0 0 2,185 2,185

          調査費 0 0 0 0 0 0 620 620

          制作費 0 0 0 0 0 0 300 300

          研修費 0 0 0 0 0 0 150 150

          図書費 0 0 0 0 0 0 300 300

          システム費 0 0 0 0 0 0 7,400 7,400

          水道光熱費 0 0 0 0 0 0 400 400

          賃借料 0 0 0 0 0 0 10,975 10,975

          租税公課 0 0 0 0 0 0 120 120

          委託費 0 0 0 0 0 0 13,640 13,640

          雑費 0 0 0 0 0 0 780 780

        経常費用計 348,147 62,657 410,804 16,139 0 426,943 85,217 512,160

     評価損益等調整前当期経常増減額 △348,147 △62,657 △410,804 △16,139 385,003 △41,940 36,731 △5,209

        評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0 0

     当期経常増減額 △348,147 △62,657 △410,804 △16,139 385,003 △41,940 36,731 △5,209

  2．経常外増減の部

    (1) 経常外収益 0 0 0 0 0 0 0 0

    (2) 経常外費用 0 0 0 0 0 0 0 0

      当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0

      他会計振替額 228,744 62,657 291,401 16,139 △307,540 0 0 0

      当期一般正味財産増減額 △119,403 0 △119,403 0 77,463 △41,940 36,731 △5,209

      一般正味財産期首残高 466,360 0 466,360 0 3,185,907 3,652,267 8,835,962 12,488,229

      一般正味財産期末残高 346,957 0 346,957 0 3,263,370 3,610,327 8,872,693 12,483,020

Ⅱ　指定正味財産増減の部

        基本財産運用益 0 0 0 0 529,426 529,426 0 529,426

        基本財産評価損益 0 0 0 0 0 0 0 0

        一般正味財産への振替額 0 0 0 0 △336,375 △336,375 0 △336,375

      当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 193,051 193,051 0 193,051

      指定正味財産期首残高 0 0 0 0 27,502,355 27,502,355 0 27,502,355

      指定正味財産期末残高 0 0 0 0 27,695,406 27,695,406 0 27,695,406

Ⅲ　正味財産期末残高 346,957 0 346,957 0 30,958,776 31,305,733 8,872,693 40,178,426

科        目 法人会計 合計


	平成29年度（平成29年4月1日より平成30年3月31日まで）の事業計画ならびに収支予算につきまして、以下の通り、付議いたします。
	平成２９年度事業計画
	＜公益財団法人電通育英会の事業目的の確認（定款第3条より）＞
	公益財団法人電通育英会は、優秀でありながら経済的な理由により修学が困難な、日本国内で学ぶ大学生・大学院生に対する奨学金の貸与・給付及び留学生に対する奨学金の給付を行うとともに、育英に関する調査研究・情報提供、大学生等を対象とした人材育成活動に対する助成事業を行い、もって社会を牽引する人材を育成することを目的とする。
	＜平成２９年度事業計画について＞
	平成29年度は、前年度と同様に6億円を上回る基本財産及び特定資産の運用収益が見込まれます。当面は同程度の収益が継続すると見込まれるため、U育英事業の拡充Uを図ります。拡充および変更のポイントは以下の通りです。
	１）平成28年度募集（平成29年4月入学）では、理系部門にも対象学問領域を拡大した
	こともあり、一般枠・震災支援枠とも過去最大の応募数となりました。
	２）平成29年4月入学者については、入学一時金を、一般枠および芸術枠ともU１０万円
	U増額し、３０万円を給付Uします。震災支援枠は、平成23年の募集開始から３０万円。
	３）平成29年度募集（平成30年4月入学）については、一般枠の募集人員を前年から
	更にU１０名増やし７０名Uとします。また、一般枠では、「両親のいない」生徒に限り、
	指定高校各１名推薦とは別枠を設けます。
	震災支援枠の募集は、平成28年度にて終了しました。（詳細3ページ参照）
	また、助成事業については、大学及び学生が応募しやすくするため、これまでの助成金額
	を上限１００万円に一本化し、「大学・学生枠」と「一般枠」に分けて募集・選考しまし
	た。結果、１３団体の事業に４月以降助成することにいたします。
	（１）＜一般枠＞大学生への奨学金給付（高校時予約採用）
	（３）＜震災支援枠＞の大学生への奨学金給付（高校時予約採用）
	（２）大学院奨学生を対象とした「海外留学・活動支援金」の給付
	就業規則について、一部改訂したく付議します。ポイントは、以下の通りです。
	・平成29年1月1日施行の改正育児・介護休業法と併せ、法律に則って一部休暇を規則に
	追加。
	・契約職員から職員に登用する規則を整備。
	（新旧対比表）
	１．平成29年3月30日開催の第168回定時株主総会およびその継続会または延会に出席
	すること。
	２．会社提案の原案すべてに賛成の議決権を行使すること。
	３．会社提案の原案に修正案ないし動議が提出された場合は、上記２の趣旨の範囲で議決権を行使すること。
	４．議事進行等に関する動議が提出された場合は、議長に協力して議決権を行使すること。
	＊定款第11条　この法人が保有する株式（出資）について、その株式（出資）に係る議決権を行使する場合には、あらかじめ理事会において理事総数（現在数）の3 分の2 以上の承認を要する。
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